
資材高騰等を踏まえた「スライド条項」の運用基準制定について 

東埼玉資源環境組合では、建設工事における資材の高騰等に対応するため、通常合理的な範囲を超

える価格変動により、当初の請負金額が不適当となった場合に当初の金額を変更する「スライド条項」

を契約約款に設けておりますが、今般の資材単価等が急激に変動している状況を踏まえ、「全体スラ

イド条項」「単品スライド条項」及び「インフレスライド条項」について、国土交通省や埼玉県に準じ

た基準を整備いたしました。 

【運用基準の内容等】 

① 全体スライド条項（東埼玉資源環境組合契約約款第２６条第１項～第４項） 

・趣 旨   工期が１２月を超える工事を対象に、比較的穏やかな価格水準の変動に対応 

・変更額   起工時点の公的単価に基づく工事価格と、スライド額適用基準日時点の公的単価（又

は物価指数）に基づく工事価格の差額 

・受注者負担  対象工事費の１．５％ 

・金額変更対象 資材、労務単価等 

・その他    １２月を超える工事が対象であり、契約後１２月経過した後に請求可能 

②単品スライド条項（東埼玉資源環境組合契約約款第２６条第５項） 

・趣 旨  特定の工事材料の価格に著しい変動が生じた場合に対応  

・変更額  変動額が対象工事費の１％を超える工事材料費と請負代金の差額 

・受注者負担  対象工事費の１％ 

・金額変更対象 部分払を行った出来形部分を除くすべての資材 

・その他    部分払完了部分（※）、部分引き渡し完了部分については対象外 

        ※部分払検査請求時に単品スライド状況の適用対象とすることを要請し、部分払 

検査結果通知に適用対象と記載があった場合は対象とすることができる 

③インフレスライド条項（東埼玉資源環境組合契約約款第２６条第６項） 

・趣 旨  日本国内における急激なインフレーション又はデフレーションに対応 

・変更額   起工時点の公的単価に基づく工事価格と、スライド額適用基準日時点の公的単価（又

は物価指数）に基づく工事価格の差額 

・受注者負担  対象工事費の１％ 

・金額変更対象 資材、労務単価等 

【適用日】 

令和４年１２月１３日以降、各スライド条項に基づく協議が行われるものから適用 

【請求方法】 

 様式ダウンロードより、スライド条項関係様式をご確認のうえ必要書類をご提出ください。 

【参考：東埼玉資源環境組合契約約款抜粋】 

（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更） 

第 26条 発注者又は受注者は、工期内で請負契約締結の日から12月を経過した後に日本国内におけ

る賃金水準又は物価水準の変動により請負代金額が不適当となったと認めたときは、相手方に対し

て請負代金額の変更を請求することができる。 

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残工事代金額（請負代金額

から当該請求時の出来形部分に相応する請負代金額を控除した額をいう。以下この条において同

じ。）と変動後残工事代金額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出した変動前残工事代金額に

相応する額をいう。以下この条において同じ。）との差額のうち変動前残工事代金額の1000分の 15

を超える額につき、請負代金額の変更に応じなければならない。 

３ 変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を基準とし、物価指数等に基づ



き発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場

合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。 

４ 第１項の規定による請求は、この条の規定により請負代金額の変更を行った後再度行うことがで

きる。この場合において、同項中「請負契約締結の日」とあるのは、「直前のこの条に基づく請負代

金額変更の基準とした日」とするものとする 

５ 特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著しい変動を生じ、請負代

金額が不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定によるほか、請負代金額の変更

を請求することができる。 

６ 予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急激なインフレーション

又はデフレーションを生じ、請負代金額が著しく不適当となったときは、発注者又は受注者は、前

各項の規定にかかわらず、請負代金額の変更を請求することができる。 

７ 前２項の場合において、請負代金額の変更額については、発注者と受注者とが協議して定める。

ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に

通知する。 

８ 第３項及び前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知

しなければならない。ただし、発注者が第１項、第５項又は第６項の請求を行った日又は受けた日

から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通

知することができる。 


